
課題2
いしかわ事業者版環境ISO登録事業所
数

県民による温室効果ガスの排出抑制

事業者等による温室効果ガスの排出
抑制

いしかわ地域版環境ISO認定地域数

施策体系シート（行政経営Ｂシート）

作成者 組織 温暖化・里山対策室 職 室長 氏名 道下　博之

評価者 組織 温暖化・里山対策室 職 室長 氏名 道下　博之

施策の目標 成果指標 単位
目標値
（年度）

現状値
評価

（年度） （年度）

施策1 地球温暖化防止 温室効果ガス排出量増減率（H25比） ％
▲ 30 ▲8.6 ▲13.3

B
(Ｒ12) (H29) (H30)

施策2
地域の特性に応じた自然環境と生物多
様性の保全

いしかわ版里山づくりＩＳＯ認証団体数 団体
400 311 318

B
(Ｒ7) (Ｒ1) (Ｒ2)

施策の目標達成に向けて重点的に取り組むべき課題 課題に対する主な取り組み 評価

施策 課題 成果指標 単位
目標値
（年度）

現状値
事務事業

事業の
有効性

今後の
方向性（年度） （年度） （千円） （千円）

対象
予算 決算

1 いしかわ版環境ＩＳＯの普及促進事業
家庭、生徒、
地域住民

16,100
(Ｒ7) (Ｒ1) (Ｒ2)

120,000 74,223 81,855
施策1 課題1 1 いしかわ家庭版環境ISO認定家庭数 家庭

地域2 2 エコリビング普及促進事業
(Ｒ7) (Ｒ1) (Ｒ2)

120 97 101 県民、建築
士等

12,029 Ａ 継続

4,700 2,633 B 継続

5,000 5,000 B3 いしかわ学校版環境ISO認定学校数 校
356 316 330

22,000 13,7304
いしかわ工場・施設版環境ISO実践モデ
ル事業

5

814 818
企業等

継続
(Ｒ7) (Ｒ1) (Ｒ2)

3 エコファミリー倍増計画推進事業 家庭

B 見直し
(Ｒ7) (Ｒ1) (Ｒ2)

1,000

企業、NPO、
学校等

3,800

B6 継続

318
1 いしかわ版里山づくりISO推進事業

B 継続

企業エコ化促進事業 企業等 1,600 1,482

780企業等 1,000
いしかわの森整備活動ＣＯ2吸収量認証
事業

施策2 課題3 里山里海の保全・利用 いしかわ版里山づくりＩＳＯ認証団体数 団体
400

879 B 継続
(Ｒ7) (Ｒ1) (Ｒ2)

311

2 里山の森づくりボランティア推進事業 県民 4,300 3,919 B 見直し

里山のパートナーづくり推進事業
企業、NPO、
学校等

3,149 B 見直し3

継続4
ＳＡＴＯＹＡＭＡイニシアティブ推進ネット
ワーク事業

企業、NPO、
学校等

見直し5 いしかわ里山サウンドウェイブ事業 県民

事業所

1,280 1,196 B

760 17 -

5,420
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項目

今後の方向性

（県民ニーズ、
緊急性、県関

与のあり方等を
踏まえ、今後ど
のように取り組

むのか）

左記の評価の理由評価

継
続

事業の有効性

（費用対効果
の観点も含め、
この事業が課
題解決に役
立ったか）

Ａ

４つのＩＳＯの認定数は、着実に増加している。
　・家庭版　R1末 74,223家庭 →　R2末 81,885家庭
(+7,662)
　・学校版　R1末 316校 →　R2末 329校(+14)
　・地域版　R1末 97地域 →　R2末 101地域(+4)
　・事業者版　R1末 814事業所 → R2末 818事業所(+4)
　特に、家庭版については、夏に県民への呼びかけを強
化する省エネ・節電アクションプランの取組などにより、目
標の12万家庭に向けて順調に増加した。

事務事業シート（行政経営Ｃシート）

事業終了予定年度

1462 内線

作
成
者

組　　織

主事　平能　隼

電話番号 076

事務事業名 いしかわ版環境ＩＳＯの普及促進事業

事業開始年度 H１４

4227

施策・課題の状況

温暖化・里山対策室

根拠法令
・計画等

石川県環境総合計画
職・氏名

225

課題 県民による温室効果ガスの排出抑制
施策 地球温暖化防止 評価 B

いしかわ家庭版環境ＩＳＯ認定家庭数 単位

令和7年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度
現状値

家庭指標

74,223
令和2年度

81,855

目標値

120,000 46,414 57,062 66,583

事業費
（単位：千円） 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度

事業費
予算 17,000 13,200 15,350 16,300 16,100
決算 14,912 13,232 13,735 13,447 12,029

一般
財源

予算 17,000 13,200 15,350 16,300 16,100
決算 14,912 13,232 13,735 13,447 12,029

211,669
評価

事業費累計 159,226 172,458 186,193 199,640

指標 いしかわ地域版環境ＩＳＯ認定地域数 単位

120 84 90 94 97

目標値

地域
目標値 現状値

令和7年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度

平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度

101
指標 いしかわ学校版環境ＩＳＯ認定学校数 単位 校

現状値

１　事業の目的・背景
   地球温暖化をはじめとする環境問題に対処するためには、行政や事業者だけでなく、県民一人ひと
りが日々の生活において、身近なところから積極的に環境保全活動を実践していくことが重要であ
る。そこで本県では、県民が生活のあらゆる場面において環境保全活動に参加できるよう、活動指針
（いしかわ学校版(H14～)・地域版(H16～)・家庭版(H16～)・事業者版(H19～)・工場･施設版(R2～)）
を策定し、取り組みの全県的普及を図ってきた。
　また、夏にいしかわ版環境ＩＳＯの取組強化期間として「省エネ・節電アクションプラン」(H24～)
や、子育て世代での取組を促す保育園・幼稚園・認定こども園の園児を対象とした「いしかわエコレ
ンジャー認定制度」（H26～）、取組意欲を高めるためにインセンティブの付与、取組を支援する相談
窓口の設置により、いしかわ版環境ＩＳＯの取組の拡大を図る。

２　事業内容
（１）「いしかわ家庭版環境ＩＳＯ」の推進
　　①省エネ・節電アクションプラン
　　　・取組強化期間(夏：7～9月)に省エネ・節電対策等を促進するため、
　　　　取組シートから取組項目を選択し、取組成果を報告してもらう
　　　・新規に取り組む家庭は家庭版環境ＩＳＯ取組家庭として登録
　　　・取り組んだ家庭には、抽選で協賛企業の商品券、または、県産農産物の購入などで使える
　　　　エコチケットを交付
　　②いしかわエコレンジャーの認定
　　　・保育園・幼稚園・認定こども園に通う園児を対象に、家庭で簡単にできる５項目に
　　　　取り組んだ園児を「いしかわエコレンジャー」に認定
　　③相談窓口の設置
　　　・県民エコステーションに相談員を配置
　　　　（窓口：週１日駐在／窓口外：環境ＩＳＯの実地指導等の普及活動）
（２）「いしかわ学校版環境ＩＳＯ」「いしかわ地域版環境ＩＳＯ」の推進
　　・取組校・団体に対し活動費を支援
　　・優良な取組に対するエコギフト（環境教育教材等）を贈呈
（３）「いしかわ事業者版環境ＩＳＯ」「いしかわ工場･施設版環境ＩＳＯ」の推進
　　・優良な取組を行った事業者を知事が表彰
　　・企業向け省エネ推進セミナーを開催

３　これまでの見直し状況
　　平成２３年度  学校版・地域版　補助対象経費の上限を変更（250千円 → 200千円）
　　平成２４年度  省エネ・節電アクションプランによるいしかわ版環境ISOの拡充・強化
　　平成２６年度　いしかわエコレンジャー認定制度の開始
　　平成２７年度  家庭版　国の消費喚起のための交付金を活用した「プレミアムクーポン」の交付
　　　　　　　　　(H27のみ)
　　平成２８年度　冬の省エネ・節電アクションプランを実施(H28～H30)

　家庭版については、省エネ・節電アクションプラン等の取組
を着実に進める。
　また、事業者版についても、事業所の省エネ化を推進する
人材の育成のため、企業向け省エネセミナーを開催し、裾野
拡大及び企業の取組深化を図っていく。

316 330356 240 263 291
令和7年度 平成28年度
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今後の方向性

（県民ニーズ、
緊急性、県関
与のあり方等

を踏まえ、今後
どのように取り

組むのか）

左記の評価の理由評価

B

継
続

　定期的な省エネ住宅の講習会により、恒常的に建築関係
者の知識を深めている。エコ住宅アドバイザーの認定者数
は令和2年度末現在で226名となり、県民に対する省エネ住
宅の紹介などを通じて、省エネ住宅の普及に寄与している。

事務事業シート（行政経営Ｃシート）

事業終了予定年度

1462 内線

作
成
者

組　　織

専門員　淺岡　宏輔

電話番号

事務事業名 エコリビング普及促進事業

事業開始年度 H20

4227

　家庭部門の二酸化炭素削減に向けた住宅の省エネ化を
進めるため、引き続き、エコ住宅アドバイザーの養成・活用
等に取り組み、一層の省エネ住宅の普及に努める。

■　背景・目的
    家庭部門の二酸化炭素削減のため、住宅省エネ化を、建物の躯体・設備(ハード)や
　住まい方の工夫(ソフト）両面から進める。

■　内容
(1)　エコリビング研究会の開催（年2回程度）
　　　・研究会メンバー　環境建築専門家、建築士、住宅関連団体代表者　等
　　　・検討内容　石川県におけるエコ住宅・エコ改修の普及について

(2)　エコ住宅アドバイザー養成講習会
　 　自立循環型住宅への設計ガイドライン講習会（新築版、改修版）
　　　・対象　　県内の建築士
　　　　※上記二つの講習会を受講した、実務経験のある県内の建築士を
　　　　　「石川県エコ住宅アドバイザー」として認定

(3)　ドイツ　ハム市エコセンターと建築住宅総合センターとの技術交流支援
　　　・交流内容　　ドイツの住宅省エネ技術情報収集、日本のエコ建築の技術情報発信
　
(4)　エコリビング賞（表彰制度）
　　　・優れた省エネ住宅の表彰　（新築部門・改修等部門）

(5)　エコ住宅改修マニュアルの普及
　　　・講習会、イベント等を通じて県民へ周知

項目

事業の有効性

（費用対効果
の観点も含

め、この事業が
課題解決に役

立ったか）

施策・課題の状況

温暖化・里山対策室

根拠法令
・計画等

石川県環境総合計画、石川県住生活基本計画
職・氏名

225076

課題 県民による温室効果ガスの排出抑制
施策 地球温暖化防止 評価 B

いしかわ家庭版環境ＩＳＯ認定家庭数 単位

令和7年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度
現状値

家庭指標

74,223
令和2年度

81,885

目標値

120,000 46,414 57,062 66,583

事業費
（単位：千円） 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度

事業費
予算 7,434 8,963 4,774 3,881 4,700
決算 6,953 6,615 4,774 3,881 2,633

一般
財源

予算 3,717 4,930 2,626 2,360 4,475
決算 3,477 3,639 2,626 2,187 2,633

58,829
評価

事業費累計 40,926 47,541 52,315 56,196
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    　　６月　　アプリ運用開始
　　８～３月　　リリース記念キャンペーン(夏・秋・冬の３回実施)
　　随時　　　　アプリの機能改修

　石川県は、全国平均に比べ民生（家庭）部門の二酸化炭素排出割合が高く（H26時点　全
国：17.6％、本県：25.7％）、その抑制を目的として、「いしかわ版環境ＩＳＯ」（家庭
版、学校版、地域版、事業者版、工場･施設版）を実施し、各部門における地球温暖化防止
活動を推進している。このうち「家庭版環境ＩＳＯ」については、温室効果ガス排出抑制に
取り組む家庭数（エコファミリー）を令和７年度までに１２万家庭とする目標達成に向け
て、取組みを加速化させ、さらなる裾野の拡大と取組みの深化を図る。

（１）「いしかわＥＣＯアプリ」の運用
　　　応募・申請時に係る記入・郵送の手間の簡素化や、日々のエコ活動の成果の
　　　見える化により、気軽に楽しくエコ活動に取り組んでもらうための、スマート
　　　フォンアプリ「いしかわＥＣＯアプリ」の運用

（２）「いしかわＥＣＯアプリ」を使った普及啓発
　　　県広報やＳＮＳでの情報発信、公共施設等へのチラシ配架、フリーペーパー
　　　への広告掲載などによる普及啓発の実施

（３）リリース記念キャンペーンの実施
　　　アプリをダウンロードし、省エネ・節電活動を一定期間実践した方を対象に
　　　抽選で景品をプレゼントするキャンペーンの実施

今後の方向性

（県民ニーズ、
緊急性、県関

与のあり方等を
踏まえ、今後ど
のように取り組

むのか）

継
続

　いしかわＥＣＯアプリの本格運用により、エコファミリーの裾
野の拡大と取組の深化を図る。
　また、より多くの県民にアプリを認知してもらうため、県広報
やＳＮＳでの情報発信、イベントでのキャンペーン、フリー
ペーパーへの広告掲載など、普及啓発に取り組む。

３　スケジュール

評価
項目 評価 左記の評価の理由

事業の有効性

（費用対効果
の観点も含め、
この事業が課
題解決に役
立ったか）

Ｂ

　アプリの運用開始初年度である令和２年度末の利用者数は
2,598人となっている。アプリの利用によって、省エネ・節電効
果を見える化でき、また、紙による応募・申請等に係る記入や
郵送の手間を簡素化できることで、家庭での取組意欲向上に
つながっている。

事業費累計 0 0 5,769 10,769

6,000 5,000
決算 5,769 5,000

6,000 5,000
決算 5,769 5,000

事業費
予算

一般
財源

予算

２　事業内容

事業費
（単位：千円） 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度

46,414 57,062 66,583 74,223 81,885120,000

目標値 現状値
令和7年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度

１　事業の目的・背景 課題 県民による温室効果ガスの排出抑制
指標 いしかわ家庭版環境ＩＳＯ認定家庭数 単位 家庭

4227

施策・課題の状況
施策 地球温暖化防止 評価 B

温暖化・里山対策室

根拠法令
・計画等

石川県環境総合計画
職・氏名 専門員　淺岡　宏輔

電話番号 076 225 1462 内線

事務事業シート（行政経営Ｃシート）

事務事業名 エコファミリー倍増計画推進事業

事業開始年度 R1 事業終了予定年度 作
成
者

組　　織
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（１）温室効果ガス排出量の多い工場や宿泊施設などを対象とする県独自の
　　中小事業所向け環境マネジメントシステム「いしかわ工場・施設版環境
　　ＩＳＯ」を創設
　
（２）専門家による省エネ診断により、事業者の運用改善を促進

（３）工場や施設が行うモデル的な省エネ設備の導入に対する補助
　　　・対象経費　省エネを目的とする運用改善や設備導入に係る経費
　　　・補助率　　１／３（上限１，０００千円）
　　　・補助要件　いしかわ工場・施設版環境ＩＳＯの登録
　　　・補助件数　２０～３０件程度

事務事業シート（行政経営Ｃシート）

事務事業名
いしかわ工場・施設版環境ＩＳＯ実践モデル
事業

事業開始年度 R2 事業終了予定年度 作
成
者

組　　織 温暖化・里山対策室

根拠法令
・計画等

石川県環境総合計画
職・氏名 主任主事　山下　貴夫

電話番号 076 225 1462 内線 4224

施策・課題の状況
施策 地球温暖化防止 評価 B

１　事業の目的・背景 課題 事業者等による温室効果ガスの排出抑制
指標 いしかわ事業者版環境ＩＳＯ登録事業所数 単位 事業所

目標値 現状値
令和7年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度

1,000 765 793 807 814 818

２　事業内容

事業費
（単位：千円） 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度

　石川県は、「いしかわ版環境ＩＳＯ」（家庭版、学校版、地域版、事業者版）を実施し、
各部門における地球温暖化防止活動を推進している。
　このうち事業者における取組については、近年、温室効果ガスの排出量が増加している産
業・業務部門を対象に、新たに「いしかわ工場・施設版環境ＩＳＯ」を創設し、さらなる裾
野の拡大と取組の深化を図る。

事業費
予算

一般
財源

予算

22,000
決算 13,730

22,000
決算 13,730

事業費累計 0 0 0 13,730

今後の方向性

（県民ニーズ、
緊急性、県関

与のあり方等を
踏まえ、今後ど
のように取り組

むのか）

見
直
し

　省エネ設備の更新には多大なコストを要することから、事業
者からは継続的な支援を望む声が聞かれた。また、国のカー
ボンニュートラル表明などもあり、省エネに加え、再エネの必
要性も高まっていることから、脱炭素に向けて「省エネ･再エ
ネ」の両面から取り組む事業者に対し、補助率・上限金額を
引き上げて支援することとした（補助率１／２、上限３，０００千
円）。
　導入事例の具体的な取組内容や効果については、セミ
ナー等で広く情報発信を行う。

評価
項目 評価 左記の評価の理由

事業の有効性

（費用対効果
の観点も含め、
この事業が課
題解決に役
立ったか）

B

　令和2年度は、補助要件である「いしかわ工場・施設版環境
ＩＳＯ」の登録事業者数が28となった。また、補助事業として
は、モデル的な省エネ設備の導入を行う工場等に対し、15件
採択するとともに、企業の担当者向けセミナー等で周知した。
事業者からは「設備導入により大幅な省エネ・経費削減につ
ながった」との声が聞かれ、産業部門の温室効果ガス排出削
減の取組促進に一定の効果があった。
　補助件数（累計）：15件（R2）
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765

一般
財源

今後の方向性
（県民ニーズ、
緊急性、県関
与のあり方等

を踏まえ、今後
どのように取り

組むのか）

事業の有効性
（費用対効果
の観点を含

め、この事業が
課題解決に役

立ったか）

１．背景と目的
　　企業などが社会貢献活動として森林整備活動を実施した際に、その森林吸収する二酸化炭
　素の量を認証することで、企業などによる森づくり活動を推進し、もって、森林による二酸
　化炭素の吸収を促進することを目的とする。

２．内容
　（１）ＣＯ２吸収の認証
　　・企業等が整備活動（植栽、下刈り、除伐、枝打ち、間伐等）を実施した森林の
　　 年間ＣＯ２吸収量を認証（証書交付）
　
　（２）制度の普及
　　・説明会を開催（年１回）
　　（説明会の内容）
　　　①県から認証制度の説明
　　　②活動実施企業などによる事例紹介
　　　③申請相談会

　　・申請書作成の手引きを作成し、説明会を実施

　（３）現地調査
　　・申請に応じ、現地にて整備状況、面積、樹種、林齢などを確認

　（４）関連情報の収集
　　・国のオフセットクレジット制度（森林吸収部門）に関する情報収集

予算
決算

1,000

評価
事業費累計 8,5525,408 6,208 6,998

決算 00 0 0
7,772

0

790 774

令和元年度

00 0 0 0

事業費
予算 1,0001,000 1,000 1,000 1,000

780836 800

平成29年度 平成30年度 令和元年度
目標値

事業費
（単位：千円） 令和2年度平成28年度 平成29年度 平成30年度

B

指標 いしかわ事業者版環境ＩＳＯ登録事業所数

793 807 814
令和2年度

818
平成28年度令和7年度

項目 評価 左記の評価の理由

施策・課題の状況

現状値
事業所

事業者等による温室効果ガスの排出抑制
施策 地球温暖化防止

電話番号 076 225

組　　織

課題
単位

評価

根拠法令
・計画等

石川県環境総合計画
職・氏名 主任技師　高田　明良事務事業名

いしかわの森整備活動ＣＯ２吸収量認証事
業

事業開始年度 H20

4274

温暖化・里山対策室

B

　 森づくり活動の成果を数値化して認証することにより、
企業等の活動を促進し、森林による二酸化炭素吸収量の
増加に寄与している。
　令和2年度は、15企業3団体を認証し、これらの企業等
は、社会貢献活動の証として認証書を広報活動等に活
用できるようになった。
　認証数　Ｒ１：２０件　　　→　　Ｒ２：１８件
　吸収量  Ｒ１：５４.９トン　→　　Ｒ２：６０.７トン

継
続

　企業等による森づくり活動の推進を図るため、引き続き、企
業等が行う森づくり活動の成果の認証及び制度の普及に取
り組む。

事務事業シート（行政経営Ｃシート）

事業終了予定年度

1469 内線

R3 作
成
者
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事業の背景・目的

事業の内容

（１）第10回いしかわエコデザイン賞2020の実施
（予定）
４月～６月 応募受付
７月中～下旬 一次審査（書類審査）
８月中旬 二次審査（公開プレゼンテーション）

最終審査
１１月 表彰式

　　これまでの受賞例
　・下水道管内の混入異物を除去・清掃したり、配管接続用の孔をあけたりする
　　維持補修用ロボット(R1大賞)
　・地元の職人が、熟練の技能を活かして、傷んだ椅子・ソファを修理する取組み(R1大賞)

（２）本賞の認知度向上、ブランド化
①ホームページ、プロモーションビデオ、受賞パンフレット作成
②環境フェア等での受賞製品等のパネル・実物展示
③受賞製品等の本賞ロゴマーク使用（無料）

これまでの見直し状況

平成２２年度 ：セミナー（H22～24）・県民フォーラム（H22）実施
平成２３年度 ：いしかわエコデザイン賞創設

30,302

1,600
1,803 1,482

31,784
評価

事業費累計 23,936 26,233 28,499

一般
財源

予算 2,617 2,300 2,300 1,840
決算 2,425 2,297 2,266

1,600
決算 2,425 2,297 2,266 1,803 1,482

事業費
予算 2,617 2,300 2,300 1,840

目標値
令和元年度

事業費
（単位：千円） 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度

現状値

1,000 765 793 807 814
令和2年度

818

施策 地球温暖化防止 評価 B

指標 いしかわ事業者版環境ＩＳＯ登録事業所数 単位

令和7年度 平成28年度

施策・課題の状況

温暖化・里山対策室

根拠法令
・計画等

石川県環境総合計画
職・氏名

225

作
成
者

組　　織

専門員　　渡辺　潤

電話番号 076

事務事業名 企業エコ化促進事業

事業開始年度 H22

4223

継
続

今後の方向性
（県民ニーズ、
緊急性、県関
与のあり方等

を踏まえ、今後
どのように取り

組むのか）

B

　 令和２年度は12件を表彰するとともに、動画配信サイト
等を活用したPR活動により、本賞のブランド化、認知度向
上への取り組みを進め、石川発の優れた製品・サービスを
発信した。
　本賞のブランド化、認知度向上を図ることで、環境対策
をチャンスと捉える企業マインドの醸成が図られ、事業者
等の温室効果ガス排出削減の取組に一定の効果がある。

　受賞者からは、「環境に優しい製品として自信をもって
PRできる」「受賞結果を強くＰＲし、営業したことにより、売り
上げが大幅に増加した」などの声が聞かれ、事業者等か
ら一定の評価を得ている。
　 県内企業や団体の環境保全の取り組みを促進するた
め、引き続き、受賞製品等の展示会や動画配信サイトで
の情報発信により、本賞の認知度向上・ブランド化を図る
取組を進める。

事務事業シート（行政経営Ｃシート）

事業終了予定年度

1462 内線

　地球温暖化対策や生物多様性の保全などの環境対策のリスク（コスト）をチャンス（投資）と捉え、企業マ
インドの醸成を図るため、環境保全に役立つ石川発の優れた製品（モノ）及びサービス（コト）を贈賞する
「いしかわエコデザイン賞」を創設し、第9回目の実施となる令和元年度は16者を表彰した。
　令和2年度は、引き続き本賞を実施するとともに、本賞の認知度向上・ブランド化を図る取組を進めてい
く。

項目 評価 左記の評価の理由

事業の有効性
（費用対効果
の観点を含

め、この事業が
課題解決に役

立ったか）

課題 事業者等による温室効果ガスの排出抑制

平成29年度 平成30年度

事業所
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事業の背景・目的

事業の概要
１　事業の内容

・いしかわ版里山づくりISOの認証
・里山づくりISO認証団体の活動情報の収集と発信
・里山活動団体のネットワーク化推進

２　認証の対象
企業、NPO団体、学校、地域団体等の組織体

３　里山づくりISOの対象活動

４　里山づくりフォーラムの開催

事務事業シート（行政経営Ｃシート）

事務事業名 　いしかわ版里山づくりＩＳＯ推進事業
事業開始年度 H23 事業終了予定年度 作

成
者

組　　織 温暖化・里山対策室
根拠法令
・計画等

石川県生物多様性戦略ビジョン
職・氏名 主任技師　高田　明良
電話番号 076 225 1469 内線 4274

施策・課題の状況
施策 地域の特性に応じた自然環境と生物多様性の保全 評価 Ｂ
課題 里山里海の保全・利用

指標 いしかわ版里山づくりＩＳＯ認証団体数 単位 団体
目標値 現状値

令和7年度

令和2年度

平成30年度 令和元年度 令和2年度
400 256 284 300 311 318

予算 3,800 3,800 3,800

事業費
（単位：千円） 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

決算 2,364 2,975 2,306 2,744 879

　(1) 里山の田んぼ・畑づくり支援活動　　　→　耕作放棄地の利活用　等
　(2) 里山の森づくり支援活動　　　→　森の小道づくりやキノコの山づくり活動　等
　(3) 里山の生きものを守り育てる活動　→　侵略的な外来生物の駆除　等
　(4) 里海づくり支援活動　　　→　きれいな海岸や海中づくり　等
　(5) 里山の集落コミュニティの支援活動等　→　伝統的な祭の復活や里山景観の維持活動　等
　(6) その他里山づくりに資する活動　→　本業を通じた里山里海の利用保全

里山づくりISO認証団体の活動を広く発信することでさらなる参加者を拡大するとともに、団体間の
ネットワーク化の推進を図るためのフォーラムを開催

3,800
決算 2,364 2,975 2,306 2,744 879
予算

3,800

今後の方向性

（県民ニーズ、
緊急性、県関
与のあり方等

を踏まえ、今後
どのように取り

組むのか）

継
続

評価
項目 評価 左記の評価の理由

事業の有効性

（費用対効果
の観点も含

め、この事業が
課題解決に役

立ったか）

　新型コロナウイルスにより、里山づくりフォーラム等イベ
ントによる活動情報の発信、ネットワーク化の推進は実施
できなかったものの、令和２年度は7の企業、団体、学校
の取組を認証し（累計318団体）、認証団体の活動支援
等を行った。
　認証を契機として、新たな活動を行う団体や活動をより
活発に行う団体もあり、本事業は里山づくりの推進に有
効である。

　多様な主体の参画をさらに促進するため、引き続き、新
たな団体を認証し、里山づくりに呼び込むとともに、すで
に認証している団体への支援や団体間のネットワークづ
くりを推進する。

24,035 24,914事業費累計 16,010

3,800 3,800 3,800

　本県の里山里海は多くの生きものにとっての貴重な生息空間になっており、食料や伝統文化など、
様々な恵みを育んでいる。しかし、都市化の進展や生活様式の変化などが相まって、里山里海の荒廃
が問題となっており、県では、平成23年3月に里山里海の利用保全を中心とした「石川県生物多様性戦
略ビジョン」を策定したところである。
　戦略ビジョンの重点戦略に掲げる多様な主体の参画による里山里海づくりを実現するため、平成23年
2月に創設した「いしかわ版里山づくりISO」制度では、企業・NPO団体・学校等が取り組む里山里海の
利用保全の取り組みを認証し、活動を支援することにより、多様な主体の里山づくりへの参画を促進す
る。

Ｂ

18,985 21,291

一般
財源

3,800

事業費
3,800

平成28年度 平成29年度
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＜事業の背景・目的＞

＜事業の概要＞

事業主体：NPO、ボランティア団体、地域住民が組織する団体等
補助率：１０／１０　（５００千円限度）
内 　容： ①　里山の保全再生・利用活動

②　里山に親しむための活動
③　上記の活動に必要な講習会、フォーラム等の開催

事務事業シート（行政経営Ｃシート）

事務事業名 里山の森づくりボランティア推進事業
事業開始年度 H19 事業終了予定年度 R3 作

成
者

組　　織 温暖化・里山対策室
根拠法令
・計画等

いしかわ森林環境基金条例
職・氏名 主任技師　高田　明良
電話番号 076 225 1469 内線 4274

施策・課題の状況

　森林は水源のかん養や県土の保全等、さまざまな公的機能を持っている。すべての県民がこの森林
からの恩恵を受けているとの認識に立ち、森林を県民共有の財産として守り育て、次の世代に健全な姿
で引き継いでいくため、平成１９年度から「いしかわ森林環境税」が導入された。この財源を基に「いしか
わ森林環境基金事業」をスタートした。
　「いしかわ森林環境基金事業」は平成２４年度の事業見直しから５年が経過することから、平成２８年度
に事業成果の評価と見直しを行い、手入れ不足人工林の整備、放置竹林の除去、野生獣の出没抑制
のための里山林整備など、平成２９年度から令和３年度までの５年間事業を継続することが決定した。
　温暖化・里山対策室では、NPOや地域住民で組織する団体などによる、自主的な里山の保全再生活
動を支援し、県民参加による里山づくりを進める。

施策 地域の特性に応じた自然環境と生物多様性の保全 評価 Ｂ
課題 里山里海の保全・利用

400 256

指標 いしかわ版里山づくりＩＳＯ認証団体数 単位 団体
目標値 現状値

令和7年度 平成28年度

令和2年度
事業費

平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度
284 300 311 318

3,700
3,700

平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

事業費

（単位：千円）

0 0

4,300
決算 3,159 3,578 3,700 3,919

0 0 0 0
0

　NPO団体等が自主的に行う里山の保全再生・利用活動等を支援するために、補助金を交付する。
予算 3,700 3,700 3,700

一般
財源

予算

38,267 41,967 45,667 49,586
決算 0 0

0

評価
項目 評価 左記の評価の理由

事業費累計 34,689

事業の有効性

（費用対効果
の観点も含

め、この事業が
課題解決に役

立ったか）

B

　令和２年度は、１６団体に対して補助を行い、県民によ
る身近な里山保全活動や、県民の里山に親しむ活動を
支援した。
　新たに４団体が里山の森づくりに取り組むなど、県民参
加による里山づくりの広がりが見られている。
　補助金交付団体（累計）：１９５団体（H19〜R2）

今後の方向性

（県民ニーズ、
緊急性、県関
与のあり方等

を踏まえ、今後
どのように取り

組むのか）

見
直
し

　 県が森づくりボランティア団体へ交付する補助金によ
り、団体が自主的に取り組む里山保全活動の一助となっ
ており、今後は予算額、補助上限額等の見直しにより補
助可能団体数を増やし、ボランティア活動の裾野を広げ
ることを目指す。
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  ＜事業の背景・目的＞

  ＜事業の概要＞
　１　企業CSR活動等による里山地域への連携の促進

（１） 企業等を対象としたセミナーの開催
（２） 里山地域を対象としたセミナーの開催
（３） インターネット等を活用した里山やボランティア情報の提供
（４） 各種イベント等での里山づくりの情報発信・普及啓発
（５） 県内企業へ個別訪問し、里山づくりの普及啓発

　２　都市住民等の里山地域でのボランティア活動の促進          
（１） いしかわ農村ボランティア窓口の運営

 ・ 「農村役立ち隊」、「受け入れ隊」の募集・登録及びマッチング
 ・ 隊員募集に係る広告・宣伝
 ・ 農村ボランティア活動の実施

（２） 農村ボランティアの登録・参加者増に向けた体験会等の開催
 ・ 体験版農村ボランティア活動の実施
 ・ 草刈り安全教室の開催
 ・ 地元情報誌への広告掲載
 

　３　予算額 ５，４２０千円
　企業の参画促進 ： ３，０２０千円  【一般財源 等】
　農村ボランティア ： ２，４００千円  【石川県ふるさと・水と土保全基金】

事務事業シート（行政経営Ｃシート）

事務事業名 里山のパートナーづくり推進事業
事業開始年度 H24 事業終了予定年度 作

成
者

組　　織 温暖化・里山対策室
根拠法令
・計画等

石川県生物多様性戦略ビジョン
職・氏名
電話番号 076 225 1469 内線

主事　池田　美里

現状値

4275

施策・課題の状況
施策 地域の特性に応じた自然環境と生物多様性の保全 評価 Ｂ

令和2年度

 　「能登の里山里海」の世界農業遺産の認定を契機に、「里山づくりのパートナー」として企業や都市
住民などの多様な主体の参画を図り、里山地域との協働活動を促すことにより、「元気な里山づくり」を
一層推進するとともに、地域の活性化に資することを目的とする。

課題 里山里海の保全・利用
指標 いしかわ版里山づくりＩＳＯ認証団体数 単位 団体

目標値

400 256 284 300 311
令和7年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

事業費
（単位：千円） 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度

事業費
予算 4,500 4,500 6,200 5,400 5,420
決算 2,823 2,727 4,786 4,121 3,149

一般
財源

予算 1,500 1,500 1,200 900
決算 1,152 1,113 745 130 140

318

見
直
し

　他事業で同様の効果を見込めるため事業の一部を見直し
て「里山地域を対象としたセミナー」を廃止する一方、引き続
き「企業等を対象としたセミナー」への参加企業等と里山地
域との協働活動の実現に向けた取組を進めるとともに、県民
に対し里山づくり活動の情報発信に努め、参画を呼びかけ
る。
　また、里山地域でのボランティア活動の一層の推進により、
農地をはじめとした地域資源の維持・管理等を図るとともに、
受け入れ集落とボランティアの自立的な活動を支援してい
く。

Ｂ

　里山地域向けのセミナーでは、関心のある企業や集落から
多くの参加があり、協働に関する理解の促進や意識醸成、
取組の裾野拡大を図った。
　地域向け： 2回（奥能登地区）　参加者61人
　また、農村ボランティアでは、企業や都市住民のボランティ
ア等が草刈りや収穫などの協働作業を実施し、交流すること
により、農地や水路等地域資源の保全が図られ、集落の活
性化に寄与した。
　Ｒ2：  １3地区・20 回開催、参加者373人
　　　　　親子体験会 1回開催、参加者11組・34人

21,202 25,988 30,109 33,258

1,020

評価
事業費累計 18,475

今後の方向性

（県民ニーズ、
緊急性、県関
与のあり方等

を踏まえ、今後
どのように取り

組むのか）

項目 評価 左記の評価の理由

事業の有効性

（費用対効果
の観点も含

め、この事業が
課題解決に役

立ったか）



- -

事務事業シート（行政経営Ｃシート）

事務事業名
  ＳＡＴＯＹＡＭＡイニシアティブ推進
  ネットワーク事業

事業開始年度 H25 事業終了予定年度 作
成
者

組　　織 温暖化・里山対策室
根拠法令
・計画等

石川県生物多様性戦略ビジョン
職・氏名 主任技師　高田　明良
電話番号 076 225 1469 内線 4274

施策・課題の状況
施策 地域の特性に応じた自然環境と生物多様性の保全 評価 Ｂ
課題 里山里海の保全・利用

指標 いしかわ版里山づくりＩＳＯ認証団体数 単位 団体
目標値 現状値

令和7年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度
400 256 284 300 311 318

事業費
（単位：千円） 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度

事業費
予算 1,920 1,545 1,216 949 760
決算 801 1,029 727 596 17

一般
財源

予算 1,920 1,545 1,216 949 760
決算 801 1,029 727 596 17

事業費累計 6,224 7,253 7,980 8,576 8,593

今後の方向性

（県民ニーズ、
緊急性、県関
与のあり方等

を踏まえ、今後
どのように取り

組むのか）

継
続

　 里山里海の多面的な価値への理解を深め、多様な主
体の参画や協働を促すため、新たな団体の参加を呼び
かけるとともに、会員セミナーの開催など、参加団体への
支援や団体間のネットワークづくりの充実を図る。

評価
項目 評価 左記の評価の理由

事業の有効性

（費用対効果
の観点も含

め、この事業が
課題解決に役

立ったか）

-

　 予定していたエコプロ2020や環境フェアへの出展が、
新型コロナウイルスの感染拡大によるイベント自体の中止
のため実施できず、県内外への普及啓発や情報発信を
行うことができなかった。
 　また、セミナー、エクスカーションも見送りとなったため、
オンラインにより定期総会を開催し、里山里海保全に向
け、参加団体間での情報交換を行うに留まった。
　そのため、令和２年度における本事業が里山里海の保
全・利用の取組の促進につながったかどうか評価すること
は困難。

■ 事業の背景・目的

「ＳＡＴＯＹＡＭＡイニシアティブ」は、COP10において、日本が提唱した、失われつつある二次

的自然環境を改めて見直し、持続可能な形で保全・利用していくためにはどうすべきかを考え、行

動しようという取組である。本県は、その国際的な推進組織として発足された「国際パートナー

シップ（ＩＰＳＩ）」に参画するとともに、里山里海の保全・利用の取組を通じて、生物多様性保

全の分野において地方の立場から貢献してきたところである。
また、社会 ・経済環境を同じくする日本国内においても、そのネットワークを一層強固にし、

里山里海の保全・利用の取組をさらに推進していくため、平成25年9月に、里山保全の全国組織で
ある「ＳＡＴＯＹＡＭＡイニシアティブ推進ネットワーク」を設立し、本県は福井県とともに代表
に就任したところである（参加団体118団体、令和2年3月現在）。

本ネットワークでは、「ＳＡＴＯＹＡＭＡイニシアティブ」の理念を踏まえつつ、企業、ＮＰＯ、
研究機関、行政など、国内における多様な主体が、その垣根を越え、様々な連携・交流・情報交換
等を図るためのプラットホーム（場の提供）を構築し、里山等地域の保全や利用の取組を国民的取
組へと展開することを目的に、「普及啓発」「情報発信」「対話と実践」を３本柱に取組を進める。

本県としても、これらネットワークの活動を通して、国内におけるＳＡＴＯＹＡＭＡイニシア
ティブの推進に貢献するとともに、本県の元気な里山里海づくりを県内外に発信し、多様な主体に
よる里山里海の持続的な取組に繋げていく。

■ 事業内容
１ 定期総会・シンポジウム等の開催

参加団体の情報共有や意見交換の場としての定期総会やシンポジウム等を開催する。

２ 普及啓発・情報発信
ＳＡＴＯＹＡＭＡの多面的な価値への理解を深め、多様な主体の参画や協働を促すため、
普及啓発や情報発信を行う

○ 首都圏を対象とした取組の広報・ＰＲ（エコプロ2020への出展など）
○ 普及啓発ツールの作成・活用（参加団体の活動事例集、ロゴマーク）

３ エクスカーションの開催
里山等地域を視察・体験し、課題やニーズについて議論・検討する。

４ 福井県との連携事業の実施
両県の担当部局同士による連絡会議を開催し、連携事業を検討・実施

○ 連携事業例： 環境フェアの相互出展など



- -

事業の背景・目的

事業の概要

事務事業シート（行政経営Ｃシート）

事務事業名 いしかわ里山サウンドウェイブ事業
事業開始年度 Ｈ２４ 事業終了予定年度 作

成
者

組　　織 温暖化・里山対策室
根拠法令
・計画等

石川県生物多様性戦略ビジョン
職・氏名 主任技師　高田　明良
電話番号 076 225 1469 内線 4274

施策・課題の状況
　これまで「石川県生物多様性戦略ビジョン」に基づき、県民の生物多様性や里山里海の恵みについて
の理解を深めるための事業を実施してきた。
　平成23年には「国連生物多様性の10年」がスタートしており、生物多様性を守るための取り組みを拡
大し、全県的な取り組みとするため、ＣＯＰ10名誉大使であり、同年より県森林公園で「ＭＩＳＩＡの森」プ
ロジェクトを開始したアーティストのＭＩＳＩＡの協力を得て、生物多様性の保全に向けた普及啓発を推進
する。

施策 地域の特性に応じた自然環境と生物多様性の保全 評価 Ｂ
課題 里山里海の保全・利用

指標 いしかわ版里山づくりＩＳＯ認証団体数 単位 団体
目標値 現状値

令和7年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度
400 256 284 300 311 318

◆写真コンテストの実施
・森や里山里海の魅力を再発見してもらうことを趣旨とした写真コンテストを実施。
　Ｆａｃｅｂｏｏｋに応募写真を投稿し、「いいね！」による一般投票を受け付ける参加型のコンテスト。

◆写真コンテスト連動イベントの実施
・写真コンテストと連動して、生物多様性や里山に関心の低い人たちが森の中を歩きたくなるような動画
を制作、配信することによって、より多くの人々に里山里海と触れ合うきっかけを提供する

事業費
（単位：千円） 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度

事業費
予算 2,000 1,631 1,285 1,285 1,280
決算 1,907 1,496 1,256 1,212 1,196

一般
財源

予算 2,000 1,631 1,285 1,285 1,280
決算 1,907 1,496 1,256 1,212 1,196

事業費累計 10,650 12,146 13,402 14,614 15,810

見
直
し

　引き続き、ＭＩＳＩＡの協力を得て、写真コンテストや里山
ミュージアム野外写真展などの連動イベントの実施などに
より、生物多様性や里山里海の保全について普及啓発を
図る。県内環境関連イベントでの取組紹介やSNSを活用
した情報発信により、さらなる応募者の増加を図る。な
お、SNSを活用した情報発信については、Facebookに加
えてInstagramも活用して発信していく。

今後の方向性

（県民ニーズ、
緊急性、県関
与のあり方等

を踏まえ、今後
どのように取り

組むのか）

評価
項目 評価 左記の評価の理由

事業の有効性

（費用対効果
の観点も含

め、この事業が
課題解決に役

立ったか）

Ｂ

　昨年度（137）から応募数は減少したものの、令和２年度
は102の応募があり、写真コンテストを通じて里山里海に
実際に出掛けてその魅力を再発見してもらうことができ、
応募者からも「写真に収めることで改めて石川県の里山
里海の豊かさを実感した」「地域の人々によって守られて
きたこのすばらしい景色を後世にも残していきたい」など
のコメントが寄せられており、本事業を契機として里山里
海の大切さを感じてもらうことができた。


